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要     旨 

緒 言： 

気分障害や不安障害のある勤労者を対象に、復職と復職維持に関する予測因子が検討されているが、職

場復帰プログラムへの参加の頻度が復職と復職維持を予測できるかどうかは不明である。本研究では、

復職プログラムへの参加頻度が復職と復職維持を予測できるという仮説を検証した。 

対象及び方法： 

2013 年 11 月から 2020 年 2 月までの復職プログラム参加者のうち、2020 年 9 月 1 日までの経過が追

跡可能であった 77 人を対象とした。そのうち 44 人が 2013 年 11 月から 2017 年 5 月開始までの旧プ

ログラム、33 人が 2017 年 6 月から 2020 年 2 月 10 日開始までの新プログラムに参加した。新プログ

ラムには仕事内容に類似したトレーニングを含んでいた。参加者は男性 56 人と女性 21 人であり、平均

年齢は 43.2±8.5 歳であった。気分障害の患者は 48 人、不安障害の患者は 29 人であり、平均総労働経

験年数は 21.7±9.7 年、復職プログラムへの参加頻度は 67.8±41.2 回であった。65 人が復職し、12 人

は退職もしくは復職プログラム中断となった。                        
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復職プログラムへの参加頻度と復職との関連を、t 検定を用いて復職者と非復職者間で比較した。 

次に、復職または非復職を従属要因として、年齢、性別、復職プログラムへの参加頻度、プログラム（新

旧）、および総労働経験（年）を独立変数とした二項ロジスティック回帰分析を行った。 

復職の継続に関しては、Kaplan-Meier 生存分析を行い、更に復職維持の可否を従属変数として Cox 回

帰分析で分析を行った。独立変数に年齢、性別、復職プログラム参加頻度、プログラム（新旧）、総労働

経験年数とした。これらの分析には、すべて SPSS Statistics26 を用いた。 

結果と考察： 

復職群は非復職群よりも復職プログラム参加頻度が有意に高かった（72.1±42.1 対 44.0±26.1 回; t = 

3.1、p = 0.005）。これは二項ロジスティック回帰分析でも確認された(Odds ratio=0.973, p=0.016)。

Kaplan-Meier 生存分析での平均復職維持期間は 2142.8±124.9 日であった。 

Cox 回帰分析では、復職維持に関して性差は有意に関連した(Odds ratio=7.928, p=0.023)が、復職プロ

グラム参加頻度は有意に関連しなかった(Odds ratis=1.027, p=0.096)。復職プログラム参加頻度が復職

維持と関連がないことに関して、復職プログラムの効果が時間経過とともに消失していった可能性もあ

る。また、男性よりも女性が復職維持を困難としている理由については今後の研究で明らかにする必要

がある。本研究の限界は、サンプルサイズが小さいことと、私立病院での研究のため結果が一般化でき

ない点である。また診断や精神障害の重症度など、復職と復職維持に関連する可能性のある交絡因子が

多数ある。この研究は後ろ向き観察研究であり、復職プログラムと復職および復職維持との因果関係を

明らかにすることは困難であった。 

結語： 

本研究の結果では、復職プログラムの参加頻度は復職を予測できるが、復職維持は予測できないことを

示唆している。 

                                   

                                              

                                              

                                              

                                              


